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1．はじめに

　企業の独自性や持続的な競争優位を規定する要

因として経営資源に着目した「資源ベースの戦略

論（RBV: Resource-Based View）」は，マーケティ

ングの分析に適用されつつある1。経営戦略論に

おいて発展を遂げてきた RBV の一連の研究が経

営資源として着目してきたのは，技術や組織文化

といった企業内部に蓄積された資源である2。一

方，マーケティングの分析に RBV を適用した研

究は，顧客との関係性やブランドといった主に企

業外部に蓄積された資源に関心を寄せてきた。

　本稿ではまず，RBV を参照したマーケティン

グ研究に焦点を合わせて，その分析視点と理論的

貢献について確認する。その上で，RBV の理論

的基礎となった研究，具体的にはエディス・ペン

ローズの『企業成長の理論』（Edith Penrose, The 

Theory of the Growth of the Firm, 1959）と伊丹敬之

の『新・経営戦略の論理：見えざる資産のダイナ

ミズム』（Itami Hiroyuki, Mobilizing Invisible As-

sets, 1987）に立ち返り，RBV を参照したマーケ

ティング研究において見落とされてきた分析視点

を明らかにし，研究の方向性のひとつを提示する3。

　本稿の主張は次のようにまとめられる。RBV

を参照したマーケティング研究は，マーケティン

グに関わる資源である「市場ベースの資源（Mar-

ket-Based Resources）」に着目して，それらと企

業のパフォーマンスとの関係を明らかにしてき

た。これらの研究は，企業が保有している資源と

持続的な競争優位の関係を明らかにしようとする

点で，経営戦略論における RBV の一連の研究と

同じ分析視点を用いている。それ故に，RBV の

理論的基礎とされる先駆的業績で強調された，資

源や環境に対する行為者の主観的認識，行為や資

源が相互に影響し合う動的なプロセス，そしてこ

のプロセスで生じる不均衡ダイナミズムが見落と

されている。今後，RBV の理論的発展および持

続的な競争優位とマーケティングとの関係に関す

る理論構築を目指すためには，企業がある時点で

保有する「市場ベースの資源」を同定化・階層化

する研究のみならず，「市場ベースの資源」の中

でも特に企業外部に蓄積された資源に着目した上

で，空間的かつ時間的な展開を踏まえた資源や環

境に対する行為者の主観的認識と「市場ベースの

資源」の蓄積・利用プロセスにおける長期的な不
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均衡ダイナミズムを明らかにする研究が必要であ

る。

　このような主張を展開するにあたり，まずは

RBV に基づいたマーケティング研究について，

その背後にある分析視点と理論的貢献について確

認する。

2．RBVに基づいたマーケティング研究

　経営戦略論において発展を遂げてきた RBV は

マーケティング研究に対して影響を及ぼしてき

た。RBV に基づいた実証研究や関連する理論研

究は，マーケティング研究において 2000 年以降

増加している4。なぜマーケティングの分析に

RBV を適用するのか，これらの研究ではどのよ

うな資源に着目しているのか，そしてどのような

知見が明らかにされてきたのであろうか。本節で

は，これら 3 つの問いについて考えていくことで

既存研究の分析視点と課題の一部を明らかにする。

　結論を先取りするならば，既存研究の多くは行

為者の主観的認識に着目せず，資源や環境を企業

から切り離されたという意味で客観的なものとし

て捉えている。そして，マーケティングに関わる

資源と持続的な競争優位の関係に焦点を合わせ

て，企業の競争優位な状態の分析にその目的を置

いているという点で静的なアプローチを採用して

いる。

2-1．マーケティング研究とRBV

　RBV を参照したマーケティング研究について

は，既に包括的なレビューがなされている（e.g. 

Kozlenkova, Samaha, and Palmatier 2014）。それ

らの基本的主張とは，企業内部に蓄積された資源

と同様に，主に企業外部に蓄積された資源も企業

の独自性や持続的な競争優位を規定する要因にな

りうる，というものである。

　ブランドやチャネルに代表されるマーケティン

グに関わる資源は，企業の持続的な競争優位の源

泉として RBV の研究において当初から認識され

てきた（e.g. Wernerfelt 1984）。しかし経営戦略

論における RBV の一連の研究では，マーケティ

ングに関わる資源が顧客価値に転換されていくプ

ロセスについて必ずしも関心が寄せられてきたわ

けではない（Srivastava, Fahey, and Christensen 

2001）5。

　そのような中で，マーケティング研究において

RBV を明示的に参照しながらマーケティング理

論を構築しようとする試みが行われるようになる

（e.g. Day 1994; Hunt and Morgan 1995）。マー

ケティング研究において RBV が分析枠組みとし

て用いられるのは，マーケティングに関わる資源

を企業の持続的な競争優位の源泉として捉えよう

としたからである。

　例えば，サービス産業における企業の持続的な

競争優位について概念モデルを提示した Bharad-

waj, Varadarajan, and Fahy（1993）は RBV を参

照した上で，長期的な市場パフォーマンスや財務

的なパフォーマンスを規定する要因として，組織

文化や専門知識などに加えて，ブランド・エクイ

ティや顧客の評判といった資源を取り上げてい

る。なぜならば，ブランド・エクイティは競合製

品との違い生み出したり市場シェアの浸食を防い

だりすることで，相対的な優位性を企業にもたら

す資源となりうるからである。特に，無形性とい

う特性を持つサービス財では，競争優位を規定す

る他社との差別化の源泉としてブランド・エクイ

ティの重要性が高いとされる。

　このような企業外部に蓄積されたマーケティン

グに関わる資源に焦点を合わせて，資源と企業の

競争優位との関係について分析枠組みを構築した
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のが Srivastava, Shervani, and Fahey（1998）で

ある。その背景には，マーケティングの焦点が製

品市場での成功から株主価値の向上に移ってきて

いる，という問題意識がある。この研究では，Bar-

ney（1991）や Peteraf（1993），さらには Nonaka 

and Takeuchi（1995）や次節で検討する Itami

（1987）などを参照しながら，競争優位の源泉と

して市場に蓄積された資源に着目した。そこで示

された企業外部の資源と競争優位についての分析

の焦点は，顧客やチャンルパートナーとの関係性

といった市場における資源蓄積が，価格プレミア

ムや拡張可能性の向上に代表される市場パフォー

マンスを媒介して，キャッシュフローの増加と

いったかたちで最終的に株主価値に影響を及ぼ

す，という因果経路である。

　マーケティングに関わる資源について，RBV

に依拠して先駆的な実証研究を行った Capron 

and Hulland（1999）は，企業買収を新たなマー

ケティング資源の獲得手段と捉えて，資源の再構

築と企業のパフォーマンスの関係を明らかにし

た。この研究において RBV が用いられた理由は，

買収に関して，産業組織論に起源を持つ市場の力

を強調する見方ではなく，戦略的な変革プロセス

の一部として事業の再構築を行うという見方を採

用し，再構築された資源，それによってもたらさ

れるシナジー効果，そして企業の収益性との関係

を分析しようとしたからである。

　こうした代表的な研究から分かるように，

RBV を参照もしくは積極的にマーケティングの

分析に適用する背景には，経営戦略論における

RBV の一連の研究によって必ずしも分析の対象

にされていなかったマーケティングに関わる資源

に着目し，資源と企業の持続的な競争優位との関

係について説明するという目的が存在している。

そして既存研究の多くは，企業の独自性や持続的

な競争優位を規定するものとして，マーケティン

グそれ自体のみならず，その結果生まれ「保有」

された資源やマーケティングの深層にある能力に

関心を向けている。以下では，このマーケティン

グに関わる資源についてその中身を確認した上

で，資源が持続的な競争優位につながる条件に着

目した研究を取り上げる。

2-2．「市場ベースの資源」

　RBV に依拠したマーケティング研究で分析対

象になってきたのは，企業内外に蓄積された無形

の資源であり，企業に持続的な競争優位をもたら

す資源である。これらの研究で参照されてきた資

源の定義は，企業に半永続的に結びつけられる有

形無形の資産（Wernerfelt 1984），あるいは，企

業によりコントロールされる資産，能力，組織プ

ロセス，企業特性，情報，知識などのことであり，

企業の効率性と有効性を向上させる戦略の策定と

実行に寄与しうるもの（Barney 1991）というよ

うに，経営戦略論で展開された RBV の研究で示

されたものである。

　マーケティング研究で関心が寄せられてきた資

源としては，企業の評判や製品のイメージなどの

ブランド（Gao, Pan, Tse and Yim 2006; Hooley, 

Greenley, Fahy, and Cadogan 2001），ブランド

管理能力（Merrilees, Rundle-Thiele, and Lye 2011; 

Vorhies, Orr, and Bush 2011），顧客との関係性

やビジネスパートナー・政府の社会資本（Luo, 

Griffith, Liu, and Shi 2004 ; Palmatier, Dant, and 

Grewal 2007），顧客関係性管理（CRM）や顧客イ

ンサイトや分析といった顧客管理の能力（Mor-

gan, Slotegraaf, and Vorhies 2009），従業員能力

の開発能力（Orr, Bush, and Vorhies 2011），マー

ケ テ ィ ン グ 計 画 能 力（Slotegraaf and Dickson 

2004），セールスフォース（Capron and Hulland 
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1999），マーケティング部門出身の CEO（Auh 

and Menguc 2009），市場志向の組織文化や組織

プロセス（Evanschitzky 2007; Hunt and Morgan 

1995; Menguc and Auh 2006）などがある。

　こうしたマーケティングに関わる資源は「市場

ベースの資源（資産）」として概念化されている

（Kozlenkova, Samaha, and Palmatier 2014; Sriv-

astava, Shervani, and Fahey 1998 ; Srivastava, 

Fahey, and Christensen 2001）。「市場ベースの資

源」とは，マーケティング活動に関連した一連の

資源のことであり，無形の資産である。ブランド

や関係性の構築，イノベーションの遂行，知識の

形成といったマーケティングに関連する資源は 2

つの資源に分けられる。それは，「関係的資源

（Relational Market-Based Resources）」 と「知

的資源（Intellectual Market-Based Resources）」

である。

　「関係的資源」とは企業と外部のステークホル

ダーとの関係性の成果のことである6。顧客のみ

ならず，流通小売業者，戦略パートナー，コミュ

ニティ・グループ，政府組織などとの関係性によっ

て蓄積される資源である。例えば，ブランド・エ

クイティは広告や優れた製品の機能によって，ま

たチャネル・エクイティは長期的なチャネルメン

バーとの事業関係に基づいて生まれる。企業外部

に蓄積される資源であり，企業によるコントロー

ルが難しいのがこの資源の特徴である。

　また，「知的資源」とは環境について企業が保

有する知識のことをいう。市場の状況，顧客や競

争他社といった環境に関する事実や知覚，信念な

どが「知的資源」にあたる。具体的には，質の高

い市場データを獲得するための顧客との相互作用

のスキル，セールスフォースのクロスセリング能

力など，個人や組織に埋め込まれた資源である。

この資源の特徴は企業内部に蓄積された資源であ

るという点である。

　経営戦略論における RBV の研究が着目してき

た資源と「市場ベースの資源」が決定的に異なる

のは前者の「関係的資源」である。両者ともに無

形性という特性を備えているが，「関係的資源」

は企業外部や企業と市場の間に蓄積される。例え

ば，ブランドを自社製品のロゴやネームと捉える

ならば，それら自体は企業が保有する価値ある資

産となりうるが，ブランドに対する知識，例えば

イメージや信頼などは顧客が保有している，とい

う点で企業外部に蓄積された資源である。そして

企業外部に蓄積されていく資源であるが故に，企

業が意図した通りに資源をコントロールすること

は企業内部の資源と比べて難しいという側面があ

る。第三者が介在するという点で，企業と市場の

間に蓄積されるチャネルや関係性といった資源も

同様の側面を備えている。

　こうした「関係的資源」の主な保有者である顧

客や流通業者に対する企業の知識が「知的資源」

である。しかし既存研究では，後述するように，

企業のパフォーマンスを高める資源間のシナジー

効果については関心が寄せられているものの（e.g. 

Orr, Bush, and Vorhies 2011），環境に対する知

識としての「知的資源」と主に企業外部に蓄積さ

れた「関係的資源」との関係は必ずしも意識的に

分析されてきたわけではない。また，より重要な

課題として，環境に対する知覚や信念を意味する

「知的資源」として検討されてきたのは，マーケ

ティングに関わる個人や組織の能力であり，環境

や企業外部に蓄積された資源に対する当事者の認

識については見落とされてきた。これら 2 つの点

は，RBV に依拠したマーケティング研究の課題

として第 4 節で詳述する。
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2-3．競争優位をもたらす資源の条件

　企業の保有する資源の違いが企業のパフォーマ

ンスの違いを生み出すとはいっても，あらゆる資

源が企業に対して持続的な競争優位をもたらすわ

けではない。競争優位の持続可能性をもたらすの

は，資源の異質性のみならず，その他の条件との

関連性である。経営戦略論で展開された RBV の

研究では，資源の価値，希少性，模倣困難性，そ

してこれらの条件を満たす資源を利用するための

適切な組織化が必要であるとされ，模倣困難性に

ついては因果関係の曖昧性や社会的複雑性がその

規定要因としてあげられ，また，資源の不完全な

移動可能性などが持続的な競争優位をもたらす資

源の条件として指摘されてきた（e.g. Barney 1991, 

1997; Dierickx and Cool 1989; Lippman and Ru-

melt 1982; Peteraf 1993; 高橋・新宅 2002）。

　RBV に基づいたマーケティング研究の一部は，

こうした資源に関わる条件を踏まえて，持続的な

競争優位を規定する「市場ベースの資源」につい

て理解を深め，関連するマーケティング理論の構

築のみならず，RBV に対する理論的貢献をめざ

してきた（e.g. Capron and Hulland 1999）。焦点

が合わせられてきたのは，企業内部の資源と共通

する特性である，資源の無形性や補完性である。

それらの特性は資源の価値や模倣困難性を促すも

のとして択えられている（e.g. Dutta, Narasim-

han, and Rajiv 1999 ; Moorman and Slotegraaf 

1999）。

　例えば，Morgan, Slotegraaf, and Vorhies（2009）

は 114 の企業を対象にして，マーケティングに関

わる 3 つの能力と企業のパフォーマンスとの関係

を分析した。外部環境を探知する能力，顧客との

強い関係性を構築管理する CRM の能力，強いブ

ランドを構築するブランド管理能力といったマー

ケティングの能力は，全体として企業の収益成長

率と利益成長率に影響を及ぼしていた。具体的に

は，CRM の能力が利益成長率のみ対して，ブラ

ンド管理能力が収益成長率のみにポジティブな影

響を与えており，両者は利益成長率に対してのみ

補完的効果を生み出していた。つまり，企業の利

益成長率に対して及ぼすブランド管理能力のネガ

ティブな効果を CRM の能力が弱めるというよう

な補完性を備えた無形資源は競合他社にとって模

倣しづらい，ということになる。

　しかしながら多くの既存研究は，こうした競争

優位の持続可能性に関わる資源の条件に言及して

いたとしても（e.g. Lee and Grewal 2004; Ramas-

wami, Srivastava, and Bhargava 2009），それを

明示的に分析枠組みに組み込んだり，実証研究を

通じて RBV の理論的発展に活かそうとする研究

は必ずしも進められておらず，「市場ベースの資

源」と競争優位との関係を明らかにしようとする，

RBV に依拠したマーケティング研究の課題と

なっている（cf Kozlenkova, Samaha, and Palma-

tier 2014）。

　この課題を踏まえるならば，ブランドという「関

係的資源」により着目すべきであると考える。そ

の理由は 2 つある。第 1 に，ブランドは競合他社

による模倣が難しいという特性を持ちうるためで

ある。なぜならば，この「関係的資源」の蓄積と

利用は多様な行為者が関わる複雑かつ因果的な曖

昧性を備えたプロセスだからである（Hooley, 

Greenley, Fahy, and Cadogan 2001; Morgan 

2012）。ブランドは，当該企業のみならず，顧客，

小売業者，メディアといったタイプの異なる多く

の人々や組織が関わるという点で複雑性を備えて

おり，企業成長のプロセスにおいて第三者が関わ

りながら企業の手を少なからず離れていくという

点でその構築プロセスには因果的な曖昧性が存在
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している7。

　第 2 に，ブランドは企業外部に蓄積された資源

という点で，経営戦略論における RBV の研究が

着目してきた資源とは特性が異なるが故に，

RBV に対する独自の理論的貢献が期待できるた

めである。関係性という資源に関しては，メーカー

とサプライヤーあるいは産業財の顧客との関係性

に代表されるように，経営戦略論においても実証

研 究 が 重 ね ら れ て き た（e.g. Dyer and Singh 

1998）。一方でブランドについては，一連の RBV

の研究において必ずしも明示的に分析されてきた

わけでない。

　じっさい経営戦略論においても，例えば Bar-

ney（2014）のように，RBV の理論的発展に寄与

しうる分析対象としてブランドがあげられてい

る。その理由として彼は，持続的な競争優位の要

因のひとつである社会的な複雑性を備えた資源と

してブランドを捉えることが可能である点を指摘

し，ブランド構築に対する理解が異質性や模倣困

難性が伴う資源についての深い洞察をもたらすと

考えている。

　企業内部に蓄積された資源のみならず，この市

場に蓄積された資源についても焦点を合わせて，

資源の蓄積と利用というダイナミックな企業の成

長プロセスに関する理論的枠組みを構築したのが

Itami（1987）である。次節では，この RBV の理

論的基礎となった研究として，Itami（1987）に

加えて Penrose（1959）を検討する。RBV をマー

ケティングの分析に適用した一連の研究が見落と

してきた視点を明らかにすることが次節の目的で

ある。

　RBV の源流とされているのが Wernerfelt（1984）

である。Penrose（1959）はこの研究で参照され

ている先駆的な業績であり，彼女の業績について

は RBV との関係においてその分析視点を再検討

する試みが行われてきた（e.g. 軽部 2003; Kor 

and Mahoney 2004; Rugman and Verbeke 2002; 

高橋 2002）。

　また，Penrose（1959）の企業成長の理論に影

響を受けた伊丹の一連の研究についても，RBV

の理論的基礎となった業績として，その理論的独

自性が再評価されている（e.g. 軽部 2008; 沼上 

2008，2009）。本節では特に，RBV に依拠したマー

ケティング研究との違いが際立っている分析視点

に焦点を合わせてこの 2 つの先駆的業績について

検討する。

　企業成長の理論を構築したペンローズは，企業

を資源の集合体と見なして，その成長を不均衡な

プロセスとして捉えた。資源の集合体として企業

を捉える見方は経営戦略論で発展してきた RBV

に引き継がれている。しかし，RBV を採用した

マーケティング研究と同様に，RBV の一連の研

究における資源，環境，成長に対する見方はペン

ローズのそれとは大きく異なっている。

　ペンローズは企業成長の理論を構築するにあ

たって，「内側」の備わった企業の定義を行う。

具体的に言うならば，製品の価格と生産量の決定

主体という見方ではなく，成長しつつある組織と

して企業を捉えている。

3．�RBV の先駆的業績の分析視点：行為者
の主観的認識と不均衡ダイナミズム

3-1．�Edith Penrose, The Theory of the Growth of 

the Firm, 1959.8



マーケティング研究における資源ベースの戦略論

53

　まず企業成長の理論では，企業の経済的機能に

ついて，製品やサービス財を市場に提供して利益

をあげるために資源を獲得，組織化すること，と

いう仮定が設定される。この仮定に基づいて彼女

は，ひとつの管理の枠組みに集められた資源の集

合として企業を定義する。組織内の人々の活動に

凝集性を与えるのが管理組織であり，その活動が

資源の利用に関連付けられることで，分析上，組

織とその他の組織が区別可能になる。つまり企業

は，ひとつの管理組織と資源の集合体という 2 つ

の側面を備えたものとして見なされる。

　ひとつの管理組織が利用する資源には有形の物

的資源として，設備や土地，半製品などが含まれ

る。また，企業には熟練労働者や技術・経営に携

わるスタッフなど，物的資源を企業にとって有用

化するあらゆる人的資源が存在する。企業成長の

理論において，このような資源（resources）は

生産サービス（productive services）と区別され

て捉えられている。生産サービスとは企業の生産

活動に対して資源が果たしうる貢献である。生産

活動におけるインプットは資源そのものではな

い。資源は潜在的な生産サービスの束からなり，

資源によって生み出される生産サービスの存在が

企業の独自性を規定することになる。同じ資源で

あっても異なる目的で利用されたり，異なる種類

や量の資源と結びつけられるならば，同じ生産

サービスが引き出さるとは限らないわけである。

　このような生産サービスは資源から如何にして

引き出されるのであろうか。ペンローズは生産的

機会（productive opportunity）という概念を提

示する。資源の用途を体系的に編成する活動に関

連付けられている管理構造は，企業の成長に伴っ

て変化していく。こうした一連の企業の生産活動

を規定するのが，製品やサービスの生産のあらゆ

る可能性としての生産的機会である。この生産的

機会が限定されることは，企業成長の限界あるい

は成長率に対する制限となる。

　したがって，企業成長の理論において焦点が合

わせられているのは，生産的機会を促す存在とし

ての企業家（entrepreneur）である。企業家とは，

新しいアイデアの導入や経営管理者の獲得，管理

組織の改編，拡張の方法の選択といった企業業務

に果たす貢献，すなわち企業家サービスを供給す

る個人やグループのことを指す。経営陣には，こ

うした企業家サービスを提供する個人だけでな

く，企業家的アイデアや提案の遂行と既存業務の

監督などに果たす貢献としての経営者サービスを

提供する個人が含まれる。経営陣は協働経験を基

盤にした個々人の集まりであり，1 つの単位とし

て機能するという点で経営チームと称されること

が多いとされる。

　ペンローズが特に関心を寄せているのは，その

ような特徴を備えた企業家の心に映ったイメージ

としての環境である。それは，企業が直面してい

る可能性や限界に関するものである。このイメー

ジこそが企業家の行動を規定する。彼女は，企業

の内部資源や活動のみならず，企業家の個人的な

資質が企業による環境の解釈に影響を及ぼすと考

えている。企業が直面する環境，さらには生産的

機会を「客観的な」ものというよりも「主観的な」

ものとして捉えた上で，環境に対する企業家の判

断の重要性が指摘される。外部環境や技術知識の

変化が生じなくても，主観的に構成された環境と

しての企業の生産的機会は変化することになる。

環境は客観的な「事実」としてではなく，企業家

の心の中のイメージとして扱われる。

　企業成長の理論では，生産サービスの多くが知

識によって生み出されると考えられている。その

知識は企業業務の経験から得られるものである。

他人から教わったり本から学んだ知識ではなく，
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人それぞれの個人的経験を通じて獲得された知識

は，企業業務を遂行するなかで増加していく。そ

のために知識は，企業が拡張しなければ利用され

ずに企業内部にとどまることになる。すなわち，

この知識に基づいた未利用の生産サービスは，資

源の不可分割性と並んで，企業拡張のための内的

誘因のひとつとなる。また，企業拡張それ自体も

知識が蓄積されていくプロセスとなるために，新

たな生産サービスの創出につながる。企業の独自

性を規定するのは，まさにこの生産サービスの異

質性であり，人的資源と物的資源との相互作用か

ら生じる生産サービスなのである。

　そのなかでも企業家の知識の変化は，その他の

資源から生まれる生産サービスのみならず，企業

が直面する「需要条件」にも影響を与える。企業

家が需要を所与のものとしてではなく，働きかけ

るものとして捉えるという点で，企業の立場から

みた需要は極めて主観的なものであり，企業家の

見解ということができる。企業にとって利用可能

な生産サービスの存在が企業の立場からみる需要

に影響を与えるのである。企業成長の理論におい

て，知識と経験の深化は，未利用の生産サービス

の利用可能性を通じて生まれる特殊な優位性だけ

でなく，企業の特殊な生産的機会をもたらすとさ

れる。

　ペンローズは，こうした知識と経験の変化に伴

い生産基盤や技術基盤の質的変化が生じるプロセ

スとして成長を捉えている。それは集団的な知識

の累積的な成長であり，未利用な生産サービスの

創出であり，企業によって知覚された環境への生

産サービスの展開プロセスでもある。「成長はプ

ロセスであり，規模は状態である」と考える彼女

の焦点は，均衡状態ではなく，その状態への到達

を阻むメカニズムにある。企業成長の理論におけ

る企業の成長は，人のモチベーションや意思決定

が介在する，進化的なプロセスとして描かれるこ

とになる。

　ペンローズによる企業成長の理論で強調された

不均衡なプロセスの重要性を強調し，「見えざる

資産（Invisible Assets）」という概念に基づいて，

企業の「よい経営戦略」の論理を説明したのが

Itami（1987）である。

　伊丹によって示された経営戦略の論理では，戦

略の内容とそれを取り巻く要因を上手く適合させ

ていくことが戦略の本質とされ，戦略と「見えざ

る資産」の間に静的な不均衡を創出しつつ，それ

を解消しながら発展のベースを生み出していくと

いう不均衡なダイナミズムとして成長プロセスが

捉えられている。先に指摘した通り，この「見え

ざる資産」にはブランド・イメージや顧客からの

信用といった市場に蓄積された資源も含まれてい

るが，RBV を採用したマーケティング研究にお

ける資源観と経営戦略の論理における資源観には

大きな違いが見られる。

　伊丹はまず，人間の集団かつ有限の資源・能力

をもった集団として企業を捉えた上で，企業を環

境のなかで上手く率いていくために必要となる企

業活動の基本方針を戦略と定義する。環境には，

顧客，競争，技術の 3 つが含まれる。企業は，こ

の外部要因としての環境に加えて，内部要因とし

ての資源と組織集団，すなわち戦略を取り巻く 5

つの要因を戦略の内容と適合させていくことにな

る。ここでいう適合には，要因を所与のものと捉

えてそれに合わせるだけでなく，その要因を能動

的に変えていくことも含まれている。

　経営資源について伊丹は，事業活動にとっての

物理的な必要性と上手く活動するための必要性に

3-2．�Hiroyuki Itami, Mobilizing Invisible Assets, 

1987.9
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分けた上で，後者の必要性を備えることが多い情

報的経営資源，すなわち「見えざる資産」に着目

する10。「見えざる資産」とは，企業の技術水準，

ブランド，信用，組織風土といった目に見えない

資産のことである11。この資産は外部からの調達

が難しく，つくるのに時間を要するという点で固

定的な資源である。それ故に企業の競争優位の源

泉となりうる資源として考えられている。

　さらに「見えざる資産」は，他の資源と異なり

同時多重利用性という特性を備えている。ある特

定の技術蓄積があれば，それを複数の製品分野で

利用することが可能であり，また，ある製品につ

いて顧客から信用を獲得できていれば，それを他

の製品に利用することが可能になる。つまりこれ

は空間的な同時多重利用の効果である。経営戦略

の論理では，人という経営資源によって生み出さ

れるサービス（用役）としての情報と人それ自体

を分けて考えることで，企業内部に蓄積された資

源のみならず，企業外部に存在する人がもつ情報

を包含することが可能になったと思われる。

　伊丹が「見えざる資産」を重要視するのは，そ

れが競争優位の源泉となりうる資源であるという

理由だけではない。「見えざる資産」は企業の成長・

発展プロセスにおいて基盤になる。なぜならば，

お金という資源と同様に，日々の事業活動の結果

として得られる資源だからである。つまり，イン

プットとアウトプットという 2 面性を持った資源

である。企業活動の基本方針としての戦略を策定

するにあたっては，日々の事業活動から生まれる

「見えざる資産」について，何を蓄積し，どのよ

うに蓄積してくのかが重要な考慮事項になる。こ

れまで保有していなかった情報が事業活動を通じ

て新たに創出され，それがその後の企業の成長・

発展の基盤になるわけである。

　この「見えざる資産」の流れは次のように説明

される。顧客情報の蓄積や技術・生産のノウハウ

といった環境情報が企業へと流れる経路，企業イ

メージやブランドなどの企業情報が環境へと流れ

る経路，そして組織風土や現場のモラルといった

内部情報処理特性が企業内部で流れる経路，と

いった 3 つのタイプの情報とその経路が存在する。

　では「見えざる資産」はどのように蓄積されて

いくのか。経営戦略の論理では 2 つのルートが想

定されている。ひとつは，資産の蓄積を第一意義

的な目的とする直接的行動によるルートである。

ブランドづくりのための広告活動や新技術開発の

ための専任チームによる研究開発といった直接

ルートである。もうひとつは，日常的業務活動を

通じての副次的なルートである。製品品質に基づ

いた口コミによるブランドづくりや既存製品の改

善活動による技術の蓄積に代表される業務ルート

である。

　こうした情報の流れをコントロールすることは

企業にとって重要な課題となる。日々の業務活動

における学習は組織風土に強く関連付けられたも

のである。それがその後の発展基盤となる「見え

ざる資産」の蓄積プロセスに影響を与える。した

がって，現在の戦略によって生じる「見えざる資

産」を将来の戦略が使うという効果が企業成長の

本質になる。つまりこれは時間的な同時多重利用

の効果であるといえる。環境変化に企業が能動的

に対応していくのに必要となる能力の源泉は事業

活動を通じて生まれる「見えざる資産」にある。

伊丹はこの効果を「ダイナミック・シナジー」と

呼び，さらに資源の裏付けが多少欠いた資源適合

の戦略の必要性を強調する。この部分的な不均衡

を意味する「オーバー・エクステンション」の連

続が生み出す戦略と資源のダイナミズムが企業成

長の本質となるわけである12。

　経営戦略の論理において，この不均衡の連続は
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資源適合のみならず，組織適合においても強調さ

れる。「オーバー・エクステンション」の効果と

しては，組織内に創造的な緊張関係が生じ，企業

にとって何が足りない資源なのかをメンバーに伝

えるというシグナル効果がある。また，現時点で

は資源が部分的に欠いている状態であることを認

識した上で競争にさらされることで，日々の事業

活動それ自体が「見えざる資産」の学習プロセス

になる，という実地学習効果が生まれる。すなわ

ち経営戦略の論理では，企業が環境適合の状態を

目指しつつも，資源適合と組織適合において不均

衡が創りだされるプロセスとして企業の成長が捉

えられているのである。

　RBV を参照したマーケティング研究と RBV

の理論的基礎となった 2 つの研究を比較すると，

そこでは明らかに異なる分析視点が用いられてい

ることが分かる。この点は，ペンローズの研究を

再評価するなかで，経営戦略論で展開されてきた

RBV との相違を指摘した研究においても見出さ

れてきた点である。本節ではこの違いを整理した

上で，RBV の理論的発展および持続的な競争優

位とマーケティングとの関係に関する理論構築を

目指すにあたっての課題と研究の方向性のひとつ

を提示する。

4-1．見落とされてきた分析視点

　マーケティングの分析に RBV を適用した研究

は，経営戦略論における RBV の研究が焦点を合

わせてこなかった資源に着目し，その中身や競争

優位の源泉となりうる条件を具体的に明らかにし

たという点で理論的貢献があると考えられる。

マーケティングとその深層にある能力としての

「知的資源」のみならず，その活動の結果として

市場に蓄積された「関係的資源」と企業のパフォー

マンスとの関係を解明してきたわけである。

　こうした RBV を採用したマーケティング研究

の大半は，1990 年以降の経営戦略論における

RBV の一連の研究を参照している。それ故に，

RBV の嚆矢とされる Wernerfelt（1984）が取り

上げたペンローズの分析視点が見落とされてし

まっている13。ペンローズや伊丹の研究に言及し

ていたとしても，資源の集合体としての企業や「見

えざる資産」の無形性について触れるに留まって

おり，2 つの先駆的業績によって提示された分析

視点の本質を捉えているとは言いがたい。

　Penrose（1959）と Itami（1987）という 2 つの

先駆的業績の主眼は，競争優位を獲得した状態で

はなく，資源の蓄積と利用のプロセスに関する，

空間的かつ時間的に生じる不均衡なダイナミズム

にある。しかしながら，マーケティングの分析に

RBV を用いた研究は，両者によって示された資

源と環境に対する見方を必ずしも引き継いでいる

わけではない。

　まず資源について既存研究は，同じ資源であっ

てもそこから異なるサービス（用役）が引き出さ

れるという見方を採っておらず，それ故にその引

き出され方や未利用なサービスにも関心を寄せて

いない。既存研究の焦点は，企業のパフォーマン

スを規定しうる模倣困難性を備えた「市場ベース

の資源」の中身に分析に合わせられている。サー

ビスが顕在化される際に重要な役割を果たす，資

源に対する行為者の主観的認識や能動的な活動が

見落とされてしまっている点は，企業によって保

有される資源に着目し，それを複数企業のデータ

を集計して捉えていることからも明らかであろう。

　既存研究において行為者の主観的認識が見落と

4．�研究の課題と方向性：仮説的根拠とし
てのブランド
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されている点は，環境に対する見方についても見

受けられる。2 つの先駆的業績における環境観は，

環境やそこに埋め込まれた要因を所与のものとし

て考えるのではなく，行為者の主観的認識を通じ

て生み出されるもの，あるいは，行為者の能動的

な活動によって変えられるもの，という見方を採

用している。しかしながら既存研究は，そうした

行為者の主観的認識を通じた資源の展開可能性と

しての環境に関心を寄せず，複数の企業が直面す

る環境を所与のものとして，マーケティングに関

する資源と競争優位の関係について明らかにす

る，という企業の競争優位な状態の分析に注力し

てきた。

　すなわち，RBV に依拠したマーケティング研

究において，競争優位を獲得した状態に至るプロ

セスについては分析の外に置かれてしまっている

といえる。知識や経験の蓄積，未利用なサービス

の創出とその利用といった長期的な時間展開を通

じたプロセスとそこで生じる不均衡なダイナミズ

ム，すなわち企業成長のドライバーとしての不均

衡の創出と解消プロセスに対する理解を既存研究

が深めてきたわけではない。企業がある時点で保

有する「市場ベースの資源」を同定化・階層化す

るという研究では，資源の蓄積と利用のプロセス

は見落とされてしまうことになる。

　マーケティングの分析に RBV を適用せずに，

「市場ベースの資源」と企業のパフォーマンスの

関係を明らかにしようとする研究は数多く存在す

る（e.g. Reinartz, Krafft, and Hoyer 2004）。した

がって，RBV に依拠したマーケティング研究の

目的が「市場ベースの資源」と企業のパフォーマ

ンスの関係という状態の解明に留まっているなら

ば，知識や経験の創造プロセスの解明という先駆

的業績の分析視点の強みが薄れてしまう可能性が

ある。均衡状態の分析のみならず，空間的かつ時

間的な展開を明示的に踏まえた資源の蓄積・利用

プロセスの解明を目的とした研究を進めていくこ

とが，RBV の理論的発展および持続的な競争優

位とマーケティングとの関係に関する理論構築に

とって必要となるであろう。

　第 2 節の後半で指摘したように，資源の模倣困

難性に対する理解と RBV への理論的貢献を踏ま

えるならば，マーケティングの分析に RBV を適

用する研究のひとつの方向性として，「市場ベー

スの資源」のひとつである市場に蓄積された「関

係的資源」としてのブランドに焦点を合わせた研

究があろう14。

　その際に分析視点として重要となるのは，企業

が当初想定していなかった市場参加者の行為や情

報的資源としてのブランド，および，企業関係者

のブランドに対する主観的認識についてである。

ブランドという情報的資源は当該企業以外の行為

者によって担われており，企業がそれを完全にコ

ントロールするということは極めて難しい。それ

故に生じる企業にとっての意図せざる結果として

の資源をどのように捉え，それを如何に展開して

いくのかといった，企業家やマーケターなどの主

観的認識と行為を明らかにすることは，資源から

企業独自のサービスが引き出されるプロセスの解

明に他ならない。すなわち，意図せざる結果につ

いて内部者の視点から説明するという作業が必要

となるだろう（cf 石井 2007）。

　さらに明らかにすべき点は，この意のままにな

らない第三者が介在するという意味で不確実かつ

動的な環境に対する，企業家やマーケターの主観

的認識である。それは，Penrose（1959）が示し

た行為者による主観的に構成されるイメージとし

4-2．�「市場ベースの資源」の蓄積・利用プロセス

における不均衡ダイナミズム
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ての環境であり，Itami（1987）が強調した行為

者が能動的に働きかけるものとしての環境であ

る。この資源の展開可能性としての環境が企業家

やマーケターの行動を規定し，その行動によって

新たな資源が蓄積され利用されていくことになる。

　ブランドはこの不確実な環境に企業が向き合う

際の市場の仮止めとしての役割を果たしている可

能性がある15。ブランドの正統性（Beverland 

2005）や顧客に形成して欲しいと企業が望むブラ

ンド知識としてのブランド・アイデンティティ

（Aaker 1996）を構築する行為は，現状の市場

に対するイメージに影響を与えるだけでなく，将

来を見据えたブランドのあるべき姿を描くことに

他ならない。

　市場という不確定な場において企業がコミュニ

ケーションをとるためにはそうした「仮説的な根

拠づくり」が必要であり，企業が直面する市場に

対するイメージとその実像との乖離は，企業と市

場との意味共有を重ねることで解消にむかう（石

原 1999，2000）。イメージと実態との乖離と解消

が繰り返されていくプロセスの分析は，企業と市

場の間に生じる不均衡ダイナミズムを明らかにす

る試みのひとつであるといえるだろう16。

　こうした企業と市場との長期的な相互作用を通

じて蓄積されるブランドという資源は，企業内部

に蓄積された資源と相互影響関係にある。特に検

討すべき点は，「市場ベースの資源」のなかでも

企業内部に蓄積された「知的資源」としてのマー

ケティングに関わる資源である。例えば，ブラン

ド戦略の策定とその実行のプロセスを通じて組織

内部のコンフリクトが解消されたり（阿久津 

2002），逆に，ブランドという「関係的資源」が

蓄積されていたとしてもそれと関わる組織的能力

の制約によってブランド拡張が阻まれたりする場

合がありうる（小林・高嶋 2005）。

　ブランドは企業活動によってもたらされると同

時に次の活動に利用しうる資源でもある。同時多

重利用が可能であるというのがブランドという資

源の強みであることを踏まえるならば，空間的な

相互作用に加え，時間的な波及効果に着目してそ

の相互作用を長期的な時間展開を通じて観察する

ことが必要である。マーケティングの分析に

RBV を用いる研究の強みは，企業の持続的な競

争優位の源泉となるマーケティングに関わる資源

の中身やその条件を明らかにすることのみなら

ず，「市場ベースの資源」の蓄積と利用プロセス

に焦点を合わせて，そこで生じる長期的な不均衡

ダイナミズムを解明することにある。これが本稿

で強調したい点である。
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注

1　マーケティング研究における RBV については，
2014 年の Journal of the Academy of Marketing Science
に Jay Barney と Birger Wernerfelt の論評が掲載
されている（Barney 2014; Wernerfelt 2014）。また，
経営戦略論で展開された RBV の研究が当初対象に
していなかった企業活動について，RBV をその分
析に用いようとする試みはマーケティング研究以外
の領域でも行われている。例えば，RBV を生産・
開発システムの分析に適用したものとして藤本
（1997）がある。
2　RBV と「動的能力アプローチ（Dynamic Capa-

bility View）」（Eisenhardt and Martin 2000; Teece, 
Pisano, and Shuen 1997）を分けて捉えた上で両者
の統合可能性に対して懐疑的な見方をとる立場もあ
る（網倉 2013）。しかし，RBV には理論的な多様
性はあるものの（沼上 2008），マーケティング研究
の多くは RBV（もしくは Resource-Based Theory）
という統一のラベルを用いてそれらを参照している
ため，本稿では「動的能力アプローチ」や「知識創
造理論」（Nonaka 1994; Nonaka and Takeuchi 1995）
を RBV の研究に含めて議論を進めていく。
3　RBV を参照したマーケティング研究において

Penrose（1959）を取り上げているものとしては，
Evanschitzky（2007），Hunt（1997），Srivastava, 
Fahey, and Christensen（2001）などがあり，Itami
（1987）を取り上げているものとしては，Day（1994），
Fahy and Smithee（1999），Morgan（2012），Sriv-
astava, Shervani, and Fahey（1998）などがある。
4　Kozlenkova, Samaha, and Palmatier（2014）は，

2000 年代前半の 10 年間に主要な複数のマーケティ
ング・ジャーナルにおいて RBV を参照した研究の
数が，1990 年代のそれと比較して 5 倍以上に増加
している点を指摘している。また，経営戦略論にお
ける RBV の研究として位置づけられる Barney, 
Wright, and Ketchen（2001）や Barney（2001）で
は，RBV を適用し理論的発展に貢献しうる研究分
野のひとつとしてマーケティングをあげている。
5　経営戦略論では，市場・顧客側の評価について

の分析視点を RBV に取り込む必要性が指摘され
ている（沼上 2009; Priem 2007; Priem and Butler 
2001）。例えば，Armstrong and Shimizu（2007）
は経営戦略論の一連の RBV の研究をレビューし，
資源の価値に影響を及ぼす消費者選好や時間展開な
どを考慮に入れた研究の必要性を指摘している。
6　石井・栗木・嶋口・余田（2013）は，企業のマー

ケティングを長期にわたって支えるとともにマーケ

ティングを通じて育成されていく経営資源を「マー
ケティング資産」と称している。この資産の代表と
して，チャネル資産，顧客関係，ブランドの 3 つを
あげている。また久保田（2012）は，ある特定の関
係において取引の効率や効果に，より肯定的な影響
をもたらし，なおかつその関係のなかで個々の取引
に留まらず価値が継続する希少性の高い資源のこと
を「関係的資源」と呼んでいる。その資源の特徴と
して，資源の最適性と関係の異質性，表層と基層と
いう複雑性および関係特定性，さらには資源の存在
場所の多様性が指摘されている。
7　企業外部に蓄積されるマーケティング資源の存

在に関わる市場における決定論的な論理とヒューリ
スティクスな論理の関連性については，栗木・水越・
吉田（2012）を参照されたい。
8　本稿では，初版（Penrose 1959）に加えて，自身

の研究を振り返った，第 3 版（Penrose 1995）の序
文も参照している。
9　日本語の原著は，初版の伊丹（1980）を改訂し

た第 2 版（伊丹 1984）である。その後，第 3 版（伊
丹 2003），第 4 版（2012）が刊行されている。
10　情報の一般的な特性として伊丹は，情報は同時

に複数の人が利用可能であること，使い減りしにく
いこと，使用している間に新しい情報が他の情報と
の結合で生まれること，の 3 つをあげている。
11　伊丹（2001，2004）ではブランドの二面性が強

調されている。具体的には，「企業や商品について
のいい情報」としてのブランドについては，保有者
は顧客・市場側であるが，資産価値は企業側に発生
するという点である。Itami（1987）と同様にそこ
では，「見えざる資産」の担い手は企業に属する人
だけではない点が強調されている。
12　不均衡なダイナミズムについては，分権化や多

角化のバランスの欠如を企業成長の本質と捉えた吉
原・佐久間・伊丹・加護野（1981）にその発端を見
出せる。
13　1990 年以降の経営戦略論における RBV の一連の

研究では，Penrose（1959）と Itami（1987）が提
示した不均衡なプロセスとしての企業成長の理論に
関心が寄せられなくなった。この点については軽部
（2003）や沼上（2008）に詳しい。また，「動的能
力アプローチ」を提示した研究においても，伝統的
な RBV の研究の多くが長期にわたる時間展開を見
落としている点が指摘されている（e.g. Eisenhardt 
and Martin 2000）。
14　リレーションシップ・マーケティングにおける

RBV とそれに関連する理論の適用可能性と課題に
ついては，南（2005）に詳しい。
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15　石原（2000）は，生産者の側に形成される推測
的ないし仮説的な市場のイメージを「市場像」と呼
んでいる。一方で，ブランドに代表されるように，
消費者の側に形成される生産者に対する具体的な選
好とイメージを「企業像」として概念化している。
そこでは，「企業像」が事後的に形成され，かつ，
イメージの対象者が一生産者というように特定され
ているという点で「市場像」とは異なる特徴を備え
ていることが強調されている。山下・福冨・福地・
上原・佐々木（2012）は，こうした実体が見えない

抽象的な市場との相互作用を描く能力を戦略策定能
力と捉えて，組織能力と連動させた戦略策定能力を
開発するためにマーケティング部門に力を付与する
必要性を主張している。
16　市場においてブランドに関わる行為者は顧客だ

けに限られない（阿久津・野中 2001）。ブランドが
流通業者やメディアといった多数の行為者によって
創られたものであるという見方に関しては，Holt
（2004，2005）を参照されたい。


